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要 約 

本論文は、既存超高層建物の長周期地震動対策として、下層部にのみ粘性減衰型オイルダ

ンパーを配置する部分制振補強を提案し、履歴減衰型鋼製ダンパーを用いた場合の応答性

状との比較検討を通して、その有用性を報告するものである。検討の結果、部分配置した

場合においてもオイルダンパーは有効に機能し、長周期地震動に対して応答低減効果を示

した。さらに、鋼製ダンパーを採用した場合に比べてダンパーの設置層と非設置層におけ

る層間変形の変化は緩和されることを確認した。 
 

キーワード： 高層建物、長周期地震動、制振補強、部分配置 

 

 

1.はじめに 

 

 近年、南海トラフに代表される海溝型巨大地震の発生が危惧されており、それに伴い生じる長周期地

震動によって、長い固有周期を有する超高層建物は深刻な被害を受けることが懸念されている

 1)
。その

ため、既存超高層建物の長周期地震動に対する耐震性能の再検証が喫緊の課題となっている。1980 年代

の実架構を再現したE-ディフェンス振動台実験では、長周期地震動による長時間の繰返し変形によって

現場溶接を採用した柱梁接合部が破断に至ることが確認されている

 2)
。実際に現場溶接を使用している

超高層建物は多く現存しており

 3)
、長周期地震動の予測波を用いた部材レベルの時刻歴応答解析による
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検討からも多大な被害の発生が予想されている

 4), 5)
。このような被害を軽減するためには、長周期地震

動によって建物に入力される巨大なエネルギーを制振装置（ダンパー）を用いて吸収し、主架構の塑

性化により吸収するエネルギーを減少させることが有効である

 6)
。ただし、超高層建物は、都市の中

枢機能を担うものであり、改修工事期間の建物機能の停止による経済的負担を勘案すると、迅速かつ

現実的な解決方法が望まれる。そこで文献 7 では、長周期地震動によって応答が大きくなる下層部

 8) 
に

のみ履歴減衰型鋼製ダンパー（以後、鋼製ダンパー）を設置する部分制振補強を提案しており、実大

実験においても、その実用性は確認されている

 9)
。しかし、鋼製ダンパーの部分配置は、地震動の大

きさや設置層の数、ダンパーの投入量などの条件によって、ダンパー非設置層である上層の主架構に

損傷を与える可能性も示唆されており

 10)
、十分な注意が必要である。 

 以上を踏まえ、本論文では、本手法の拡張を目的に粘性減衰型オイルダンパー（以後、オイルダン

パー）を用いた部分制振補強を提案し、鋼製ダンパーを採用した場合の応答性状との比較検討を通し

て、その応答特性および有用性を示す。 

 

2.解析条件概要 

 

2.1 検討対象建物概要 

 検討用解析モデルは、1980 年代以前に建設された初期の純ラーメン構造の超高層建物を想定した地

上 21 階、高さ 80.5m の鋼構造建物である。使用部材断面を表 1 に、検討モデルの軸組図、伏図および

制振ダンパーの配置箇所を図 1 にそれぞれ示す。解析は、剛床を仮定した立体部材モデルで行い、X

方向のみを対象とする。スラブの合成効果は、梁の曲げ剛性のみに考慮し、片側スラブで 1.4 倍、両側

スラブで 1.8 倍とした。固有値解析の結果、主架構のみの状態（以後、耐震モデル）における 1 次固有

周期 f T1は 2.41sec である。構造減衰は、減衰定数 h = 2% の初期剛性比例型とした。設計クライテリア

は、当時の設計水準

 4)
をもとに、最大加速度 4.0 m/s2 

に基準化した El Centro 1940 NS（以降、El Centro）

に対して最大層間変形角 Rmax ≧ 1/100 rad としている。（付録.A 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 制振ダンパー概要 

 本論では、制振ダンパーを下層 20%に配置した場合、下層 40%に配置した場合、もしくは、全層（100%）

に配置した場合を対象に検討を行う。オイルダンパーを配置したモデルを V20、V40、V100、鋼製ダ

ンパーを配置したモデルを H20、H40、H100 とダンパー配置層数によってそれぞれ呼び分ける。 

 オイルダンパーは、非線形粘性ダッシュポットと弾性バネを直列結合した Maxwell モデルで構成す

柱 □-450x450x16x16 ～ □-600x600x40x40

大梁 BH-600x250x12x19 ～ BH-600x300x12x32

表 1 部材断面表 
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図 1 検討対象建物の軸組図および伏図 
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る（図 2 参照）。ダンパー速度 dVi と減衰抵抗力 d Fi の関係を図 3 に示す。本論では、リリーフ速度 dVR 

= 0.032 m/s、粘性係数比（1 次粘性係数に対する 2 次粘性係数の割合）p = 0.068 を採用し、ダンパー 1 本

当りのリリーフ荷重 d FRi は、1 層当りのダンパー設置基数 n、ダンパー設置角θi を用いて（1）式より

算出する。 

 

i

Rid
Rid

n

Q
F

θcos⋅
=

                     (1) 

 

 ここで、dQRi：各層のダンパーのリリーフ層せん断力であり、本論では、第 1 層のダンパーのリリー

フ層せん断力 dQR1を基準とし、Ai 分布に基づく設計用層せん断力分布をもとに図 4 に示すように 4 段

階に分布した。dQR1 は、（2）式で定義する。 

 

∑=
=

N

i
iRdRd gmQ

1
11 α                     (2) 

 

 ここで、dαR1：リリーフ層せん断力係数、N：全層数、mi：各層の質量、g：重力加速度であり、本論

では、dαR1 をオイルダンパーの投入量として用いる。オイルダンパーの内部剛性 d Ki は、粘性係数 d Ci

（ = dFRi / dVR ）を用いて（3）式で表される

11)
。 

 

idid CK ⋅=β                      (3) 

 

 ここで、β：内部剛性係数であり、β  = 3 dVR を採用する

12)
（この時、dVRの単位は、cm/s ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鋼製ダンパーは、座屈拘束ブレースを用いる。ダンパーの塑性化部には LY225 材（降伏応力度

225N/mm2
）を用い、塑性化部長さは部材長さの 1/4 とし、それ以外は剛としてモデル化した。復元力

特性は、完全弾塑性型である。ダンパー1 本当りの降伏軸力 d Fyi は、（4）式より算出する。 

 

i

yid
yid

n

Q
F

θcos⋅
=

                     (4) 

 

 ここで、dQyi：各層のダンパーの降伏層せん断力であり、オイルダンパー同様、第 1 層のダンパーの

降伏層せん断力 dQy1を基準に図 4 に示すように 4 段階に分布した。dQy1は、（5）式で定義する。 

dCi dKi 

図 2 オイルダンパー概略図 
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図 3 オイルダンパーの速度－荷重関係 
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11 α                    (5) 

 

 ここで、dαy1：第 1 層のダンパーの降伏層せん断力係数であり、鋼製ダンパーの投入量として用いる。 

 

2.3 解析用入力地震動概要 

 本論の検討で用いる入力地震動は、現行設計で使用されている最大速度を 0.5 m/s に基準化した標準

波El Centro と Hachinohe 1968 EW 位相を用いて 0.64 秒以降の周期帯域の速度応答スペクトル SV を

0.8m/s とした告示波ART HACHIに加え、長周期地震動として東海・東南海地震の予測波 C-SAN-EW 13) 

とする。図 5 に入力地震動の加速度時刻歴波形、最大加速度Accmax、実効継続時間e t0 
14) 

を、図 6 (a), (b) 

に速度応答スペクトル S V（h =5%）およびエネルギースペクトルV E（h=10%）をそれぞれ示す。なお、

図 6 中の一点鎖線は、耐震モデルの 1 次固有周期 f T1 を示す。図 6 より、C-SAN-EWは、El Centro、

ART HACHIに比べて、SV、VE ともに約 1.5 倍大きい値となっていることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.時刻歴応答解析に基づく応答評価 

 

3.1 検討対象建物の耐震性能評価 

 はじめに、耐震モデルを対象に時刻歴応答解析を行い、検討対象建物の耐震性能を把握する。図 7 (a) 

~ (c) に、応答解析結果の層間変形角 R、層の塑性率 f µ、梁の累積塑性変形倍率の各層の最大値 Gη の

高さ方向分布をそれぞれ示す。なお、f µ は、層の最大層間変形 f δmaxi を層の降伏変形 f δyi で除するこ

とで算出し、fδyi は、静的増分解析の結果より、その層のいずれかの部材が全塑性モーメントに達する

変形と定義した。 
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図 5 入力地震動の加速度時刻歴波形 
(a) 速度応答スペクトル 

図 6 入力地震動のスペクトル 

(b) エネルギースペクトル 
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図 7 耐震モデルにおける応答値の高さ方向分布 
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 図7 (a) より、El Centro、C-SAN-EW入力時の層間変形角は、全層でほぼ同程度の値を示しており、と

もに R = 1/100 radを上回っていることが確認できる。図 7 (b) の層の塑性率について見ると、R = 1/100 

rad を超える変形を示す層であっても f µ = 2.0 以下に収まっており、告示波ART HACHIに対しては、全

層が f µ = 1.0 以下の弾性範囲に留まる耐震性能を有していることが確認できる。図 7 (c) の梁の累積塑

性変形倍率について、同程度の変形を示した El Centro と C-SAN-EW 入力時の応答を比較すると、長

周期地震動である C-SAN-EW 入力時において、El Centro 入力時の応答を大きく上回る累積損傷が、下

層部の梁に集中的に発生していることが分かる。文献15 で提案されている安全限界値は、柱梁接合部

を現場溶接とした場合 Gη  ≦ 13.5
、

工場溶接とした場合Gη  ≦ 21.5 であり、C-SAN-EW 入力時の本検討

モデルの最大累積塑性変形倍率は、それらを大きく上回っていることが確認できる。以上より、本検

討モデルのような初期の超高層建物は、制振補強などを行い長周期地震動入力時の最大変形や部材の

累積損傷を低減する必要がある。 

 

3.2 オイル・鋼製ダンパーの投入量の検討 

 前節の検討を踏まえ、オイル・鋼製ダンパーをそれぞれ配置した制振モデルを対象に時刻歴応答解

析を行い、採用するダンパーの投入量（以後、ダンパー量）を決定する。なお、以降の検討では、入

力地震動として C-SAN-EW のみを用いる。まず、ダンパー量の違いによるエネルギー吸収率の変化に

ついて考察する。図 8 (a) ~ (c) にダンパー量 dαR1、dαy1と応答解析結果の入力エネルギー E、入力エネ

ルギー E に対する主架構のエネルギー吸収量 f WP の割合 f WP / E およびダンパーのエネルギー吸収量 

dWP の割合dWP / E の関係をそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 8 (a) より、ダンパー量の増加に伴い入力エネルギーは減少傾向にあるが、H100を除いて大きな変

化は見られない。H100に関しては、ダンパー量による固有周期の変動が大きいためであると考えられ

る

 7)
。図 8 (b) の主架構のエネルギー吸収量の割合に着目すると、オイル・鋼製ダンパー設置モデルは

ともにダンパー量を増加することで同様の傾向で減少しており、V40、H40およびV100、H100につい

ては、一定以上のダンパー量で主架構が弾性に留まることが確認できる。しかし、V20、H20では、上

層のダンパー非設置層で主架構が損傷を受けており、主架構の吸収エネルギーを 0 にすることは出来

なかった。ここで、V20の dαR1 = 0.08 とダンパーの総投入量（全層のダンパーの dQRi の合計値）が同

程度となるV40の dαR1 = 0.04 では、主架構が塑性化していないことから、ダンパーの投入量のみではな

く、配置層数を確保することも制振効果を発揮するための重要な条件であると考えられる。図 8 (c) の

ダンパーのエネルギー吸収量の割合については、ダンパー量とともに増加傾向を示すが、鋼製ダンパ

ーの場合、あるダンパー量で極大値を示し、それ以上の投入量においては減少傾向を示している。極

大値となるダンパー量は、H20がdαy1 = 0.06、H40がdαy1 = 0.04、H100がdαy1 = 0.03とダンパーの配置層数

の少ないモデルの方が大きいことが確認できる。一方、オイルダンパーの場合は、一定以上のダンパ

ー量で増加傾向が緩やかになっているが、極大値を示すことはなかった。 
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図 8 ダンパー量の違いによるエネルギー吸収率の変化 
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 続いて、ダンパー量の違いによる応答値の変化ついて考察する。図 9 (a) ~ (c) に第 1 層の層せん断力

係数 α1、最大層間変形角 Rmax、梁の累積塑性変形倍率の全層の最大値 Gηmaxをそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 9 (a) より、層せん断力係数については、オイルダンパーの場合、極小値を示さずダンパー量の増

加に伴い緩やかに低減していることが分かる。一方、鋼製ダンパーの場合、H40は dαy1 = 0.06、H100は 

dαy1 = 0.05で極小値をとっているが、H20では明確な極小値は見られない。図 9 (b) の層間変形角も同様

に、鋼製ダンパーの場合のみ極小値が見られ、そのダンパー量は、H20で dαy1 = 0.07、H40、H100でと

もに dαy1 = 0.06であった。図 9 (c) の梁の累積塑性変形倍率を見ると、制振補強を施すことで大きな応

答低減効果が見られ、ダンパー量の大きい範囲では、両ダンパーともに同程度の応答を示している。 

 以上の検討より、鋼製ダンパーの投入量には dαy1 = 0.06を採用する。オイルダンパーの投入量は、オ

イル・鋼製ダンパーに発生する最大軸力を同等とする設計上の条件と層間変形角、梁の累積塑性変形

倍率等の最大応答値が同程度の値を示しているという応答側の条件を考慮して dαR1 = 0.06を採用し、以

降の検討で用いることとする。 

 

3.4 部分配置したモデルの応答特性 

 前節で定めたダンパー量における時刻歴応答解析による応答性状を把握する。図 10 (a) ~ (c) に層間

変形角 R、入力エネルギー E に対するダンパーのエネルギー吸収率 dWi / E、実効変形比 αe（最大層間

変形に対するダンパーの最大変形の水平成分の割合）の高さ方向分布をそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 10 (a) より、V20、H20は、ダンパー設置層から非設置層に替わる層（以後、切り替わり層）で大

きく構造特性が変化するため、上層で R = 1/100 rad を超える最大変形が生じていることが確認でき、

これにより上部の主架構が損傷していると考えられる（ 図8 (b) ）。ここから、本検討モデルにおいて
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図 9 ダンパー量の違いによる最大応答値の変化 
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は、下層20%では配置箇所が十分でないことが示唆される。V40、H40も同様に、切り替わり層より上

層で最大変形を示しているが、その値は、R = 1/100 rad 以下に収まっているため、主架構は無損傷とな

っている（ 図8(b) ）。ダンパー設置層に着目すると、オイルダンパーに比べ鋼製ダンパーの変形抑制

効果が高いことが確認できる。しかし、切り替わり層における層間変形の変化について見ると、オイ

ルダンパーを配置したモデルの方が鋼製ダンパーに比べて変化は抑えられていることが分かる。図10 

(b) より、H20、H40は、切り替わり層直下のダンパーのエネルギー吸収率が大きくなる傾向を示すが、

V20、V40においては見られなかった。V100とH100のダンパーのエネルギー吸収率を比較すると、下

層部では、鋼製ダンパーがオイルダンパーを上回っているが、上層部では、鋼製ダンパーの場合、ほ

とんどエネルギー吸収を行っていないことが確認できる。これは、図10 (c) に示す実効変形比の低下が

原因である。実効変形比の低下は、ダンパー軸力の伝達による柱の軸伸縮によって誘発されるが、鋼

製ダンパーの場合、部分配置することにより、架構の全体曲げ変形が緩和され、ダンパーの稼動効率

が向上することが報告されている

7)
。オイルダンパーの場合は、元々、実効変形比の低下を引き起しに

くいので

 16)
、部分配置による実効変形比の改善量は鋼製ダンパーに比べると小さいが、同様の傾向が

認められた。 

 

3.5 入力倍率の違いによる応答性状の変化 

 本節では、C-SAN-EWの入力倍率を 0.2 ～ 2.0（0.2刻み）で変動させた時のダンパーのエネルギー吸

収率や応答値の変化について考察する。図 11(a) ~ (d) に応答解析結果の VE と入力エネルギー E に対す

る主架構のエネルギー吸収量 f WP の割合 f WP / E およびダンパーのエネルギー吸収量 dWP の割合 dWP / 

E、最大層間変形角 Rmax 、梁の累積塑性変形倍率の全層の最大値 Gηmax の関係をそれぞれ示す。 

 図11 (a) より、V20、V40は、H20、H40より主架構のエネルギー吸収量の割合が大きくなる傾向が見

られ、巨大地震に対して主架構が損傷を受けやすいと考えられる。ただしこれは、損傷を受ける（塑

性化する）梁がV20、V40の方がH20、H40に比べて多いためであり（付録.B 参照）、図11 (c) の層間変

形角および図11 (d) の梁の累積塑性変形倍率の最大値については、オイルダンパーに比べ鋼製ダンパー

を配置したモデルの方が大きな応答を示していることが確認できる。図11 (b) のダンパーのエネルギー

吸収量の割合に着目すると、オイ

ルダンパーは、入力倍率の小さい

範囲では一定の吸収量を示してい

るが、入力倍率の漸増に伴い、エ

ネルギー吸収割合が減少傾向を示

し、ダンパーの配置層数の少ない

モデルの方が小さな入力倍率で減

少が始まっている。鋼製ダンパー

は、入力倍率の小さな範囲では、

オイルダンパーに反してエネルギ

ー吸収量の割合が低い。これは、

変形量が小さく鋼製ダンパーが降

伏変位に達していないためである。

そのため、入力倍率の漸増に伴い

エネルギー吸収量の割合は増加し

ていくが、ある入力レベルで極大

値を迎え、その後は減少傾向を示

した。両ダンパーで比較すると、

主架構が損傷を受けない範囲の入

力倍率においては、オイルダンパ
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図 11 入力倍率に伴うエネルギー配分および最大応答値の変化 
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ーのエネルギー吸収量の割合が鋼製ダンパーを上回っているが、主架構が塑性化するほどの大きな入

力に対しては、両者が同程度となる結果を示した。これは、オイルダンパーのエネルギー吸収率が低

下したためであり、主架構の塑性化によって固有周期が長くなることに伴うダンパー速度の低減がそ

の要因の 1 つとして考えられる（付録.C 参照）。 

 

4.まとめ 

 

 長周期地震動を想定した既存超高層建物の制振補強として、下層部に粘性減衰型オイルダンパーを

部分配置した場合の応答特性を履歴減衰型鋼製ダンパーを使用した場合の応答性状と比較検討するこ

とで確認した。得られた知見を以下に示す。 

⋅ 下層部にオイルダンパーを部分的に配置した場合においても、鋼製ダンパー同様に有効に機能し、ダ

ンパー設置層に関しては、確かな制振効果を確認した。また、ダンパー非設置層についても十分な配

置層数を確保することにより、応答低減効果が認められる。 

⋅ オイルダンパーを採用した場合、ダンパー設置層と非設置層の切り替わりにおける層間変形の変化を

鋼製ダンパーに比べて抑えることが出来た。 

⋅ 主架構が損傷を受ける大きな入力レベルに対しては、オイルダンパーのエネルギー吸収率が低下し、

鋼製ダンパーと同程度の値を示す結果が得られた。 
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付録.A 

 

 想定年代である1980年代以前における設計手法

4) 
を踏襲した時刻歴応答解析を通して、本検討モデ

ルの妥当性を検証する。解析は、等価せん断モデルで行う。初期剛性は、立体部材モデルを用いた静

的増分解析より得られた許容応力度時の層せん断力と層間変形から算出する。復元力特性は、Bi-linear

型を採用し、第 2 勾配の設定は、弾性剛性の50%とした。構造減衰は、h = 2%の初期剛性比例型であ

る。入力地震動は、最大加速度 4.0 m/s2 に設定した標準波El CentroとTaft 1952 EWを用いる。付図1に

解析結果として最大層間変形角Rmaxと最大塑性率f µmaxの

対応を示す。なお、図中の丸プロットは、文献調査より得

られた当時の建物の応答値の内、レベル2に最大加速度 4.0 

m/s2
 を採用しているものを抜粋した値である

4)
。付図1より、

本検討モデルは、レベル2の入力に対してRmax ≦ 0.01rad 

かつ f µmax ≦ 2.0を満足しており、文献調査結果と比較し

ても、当時の標準的な設計水準の範囲内に分布しているこ

とが確認できる。 

 

付録.B 

 

 オイル・鋼製ダンパーを配置したモデルの損傷分布の違いを確認する。付図 2 (a), (b) に入力倍率2.0

におけるV40、H40の梁の累積塑性変形倍率の架構内分布を示す。なお、図中のプロットは、文献15 の

安全限界値を参照して区分している。付

図 2 (a), (b) より、両者の損傷分布形状に

大きな違いは見られない。梁端部の損傷

度合いに着目すると、 Gη  = 36.5 を超え

る大きな損傷を受けている箇所は、V40

よりH40の方が多く、最大値で比較して

も、H40の方が大きいことを確認した。

しかし、 Gη  = 13.5 ~ 21.5 および Gη  = 

21.5 ~ 36.5 の範囲の応答値を示す箇所

は、V40の方がH40に比べて約 1.7 倍多

く、結果としてV40の主架構全体の吸収

エネルギーがH40を上回っているとい

うことが分かる。 
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付図 1 検討モデルの妥当性の検証結果 
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付図 2 梁の累積塑性変形倍率の架構内分布（入力倍率 2.0） 
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付録.C 

 

 図 11 の入力倍率を変動させた場合の検討を、主架構を弾性として行った結果を付図 3 (a), (b) に示す。

付図 3 (a) より、入力倍率の増加に伴うオイルダンパーのエネルギー吸収量の割合の低下は図 11 (b) に

比べると僅かであり、鋼製ダンパ

ーより大きな値を示しているこ

とが確認できる。入力倍率 2.0 に

おける第 1 層のオイルダンパー

の最大速度を比較すると、主架構

を弾性とした場合は弾塑性の場

合の約 1.2 倍（V100）～ 2.0 倍

（V20）の値を示していた。併せ

て付図 3(b) より、主架構弾性の場

合、オイル・鋼製ダンパー設置モ

デルの最大変形は同程度となる

結果が得られた。 
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ABSTRACT 

This paper describes an effectiveness of partial retrofitting with viscous oil damper as a vibration control method 
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付図 3 主架構弾性の場合における入力倍率に伴う応答値の変化 

(b) 最大層間変形角 Rmax (a) ダンパーのエネルギー 
  吸収量の割合 dWP/E 
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